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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成24年5月31日(2012.5.31)

【公表番号】特表2011-518933(P2011-518933A)
【公表日】平成23年6月30日(2011.6.30)
【年通号数】公開・登録公報2011-026
【出願番号】特願2011-506656(P2011-506656)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｊ   5/18     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  55/02     (2006.01)
   Ｂ２９Ｋ  23/00     (2006.01)
   Ｂ２９Ｌ   7/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｊ   5/18    ＣＥＳ　
   Ｂ２９Ｃ  55/02    　　　　
   Ｂ２９Ｋ  23:00    　　　　
   Ｂ２９Ｌ   7:00    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成24年4月5日(2012.4.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高強度ポリエチレンフィルム又はテープを製造する方法において、
該方法が、ほぐされたポリエチレンの量を提供し、このほぐされたポリエチレンの量に対
して少なくとも２０バールの圧力及びほぐされたポリエチレンのα緩和温度と溶融温度と
の間の温度ＴｍｐＥを適用することで、ほぐされたポリエチレンブロックを生じさせ、ほ
ぐされたポリエチレンブロックからフィルム又はテープを削り出し、かつ、前記フィルム
又はテープを単段階又は多段階の延伸工程において、少なくとも１：２０の全延伸比で延
伸する、ことを含む、前記方法。
【請求項２】
　ほぐされたポリエチレンブロックを形成するための温度が、α緩和温度とＴｍＰＥ－１
０℃との間である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　ほぐされたポリエチレンブロックを形成するための温度が１００℃～１３０℃である、
請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　高強度ポリエチレンフィルム又はテープが、少なくとも１２００ＭＰａの引張り強度及
び少なくとも４０ＧＰａの引張り弾性を示す、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　対弾道材用途における、請求項１から４までのいずれか１項に記載の方法において製造
されたフィルム又はテープの使用。
【請求項６】
　複合材用途における、請求項１から４までのいずれか１項に記載の方法において製造さ
れたフィルム又はテープの使用。
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